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姉妹都市交流と平成の大合併
―群馬県高崎市を事例として―
柏　原　健　二＊
1．研究の目的
　近年のトレンドである，「地方分権化」や急速な
「グローバル化」の中で，自治体も「脱国家主体」
として外交分野に関与することができるようにな
りつつある．そして，自治体が国際・外交分野に
おいて活躍するための手段の一つとして挙げられ
るのが，「姉妹都市交流」である．
　しかし，近年の平成の大合併に伴う自治体組織
の再編により，一部の事例ではあるが，既存の姉
妹都市交流が休止・解消に追い込まれるという事
例が発生している．
　そのような中で，本研究では，平成の大合併を
契機として姉妹都市交流が解消されてしまった事
例を分析し，分析枠組みを踏まえながら姉妹都市
交流が解消された要因を検証した．
2．研究の概要
　本課題を精査する前に，第 1章では姉妹都市交
流について，第 2章では平成の大合併についての
概念の整理を行った．
　第 1章では，姉妹都市交流の定義を明確にした
上で，姉妹都市交流が以前にまして急激に増加傾
向にあることと，姉妹都市交流の内容や締結され
るようになったきっかけについて概説した．その
上で，姉妹都市交流の時間的経過を示す指標とし
て，毛受（2003）における，姉妹都市交流のサイ
クル論を考察した．
　第 2章では，平成の大合併によって市町村がど
のような変容を遂げたのか，どのような効果をも
たらしたのかを考察した．その上で，総務省のデ
ータと自治体国際化協会のデータを照合し，平成
の大合併の影響を受けて，各自治体の姉妹都市交
流がどのように変化したのかを検証した．合併に
関与した自治体で，かつ，姉妹都市交流を結んで
いた自治体においては，多くは合併後も交流は継
続されていたものの，一部の自治体で，合併を契
機に姉妹都市交流が解消された事例が見受けられ
た．
　このような現状認識の下，第 3章では，先行研
究の調査を行った．現在に至るまで，自治体の国
際政策に関する研究は存在するものの，姉妹都市
交流に関する理論的研究は十分になされてこなか
った．それを踏まえ，第 4章では事例の選定と先
行研究に基づいた分析枠組みの設定を行った．そ
して，本研究では，事例として群馬県高崎市（旧
新町）とアメリカ・ローズビル市との姉妹都市交
流を選定するとともに，分析枠組みとして，片野
田（2015）の研究を援用し，（1）キーパーソン，
（2）中間組織，（3）エンパワーメントを用いるこ
ととした．また，毛受（2003）における姉妹都市
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交流のサイクル論を用いて当該事例を分析するこ
ととした．
　第 5章においては実際に，事例に関する分析を
行った．まず，旧新町での姉妹都市交流の概要と
経緯を概説した上で，合併前後（2005年）を焦点
として，姉妹都市交流事業を整理した．その上で，
片野田（2015）の枠組みにおいて分析すると，（1）
キーパーソンの不在，（2）中間組織の欠如，（3）
エンパワーメントの醸成不足が明らかになった．
また，毛受（2003）の枠組みにおいて分析すると，
当該事例は成長発展期から停滞期への移行段階，
ないしは停滞期に陥っていたと考えられる．
3．結　　　論
　当該事例では活発とはいえないものの交流事業
が継続されており，休眠化の傾向は見られなかっ
た．合併以前から交流事業の在り方に関する議論
は見られたものの，姉妹都市交流継続の有無に関
する議論はなされていなかった．このようなこと
から，交流事業の方向性は変わった可能性はある
ものの，合併がなければ姉妹都市交流は継続され
ていた可能性がある．そのため，程度の差こそは
あれ，市町村合併が姉妹都市交流の解消に大きな
影響を与えたと結論付けることができるであろう．
特に，合併とそれに伴う，各自治体間の政策の平
準化が一定の影響を及ぼしたといえる．
　しかし，この結論は当該事例に対していえるこ
とであり，結論の普遍性を担保することはできな
い．ましてや，多くの事例では合併後も姉妹都市
交流は継続されており，解消事例は少ない．しか
し，姉妹都市が締結されていたとしても交流が休
眠状態となる可能性もあり，姉妹都市と平成の大
合併に関する全国的な追跡調査が本研究における
課題であると思われる．
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